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国立大学法人化が教育研究活動、産学連携活動及び
大学運営に与えた影響に関する調査研究（概要）
筑波大学産学リエゾン共同研究センター　新谷 由紀子、菊本　虔
１．調査の概要
2004年度に実施された国立大学の法人化により、教育研究活動、産学連携活動及び大学運営にどのような影響がもたらされたかということについて、全国の国立大学法人の自然科学系の教員1,000人を無作為抽出してアンケート調査を実施した。質問紙票を配付し、締切日を平成20年8月29日とした。回答件数は183件（回収率：18％）。
２．調査結果の概要
①国立大学法人化により各種の影響が出ているが、こうした影響に関する評価は、「悪い」および「どちらかといえば悪い」を合わせた割合でみると、研究（69％）が最も高く、次いで、大学運営（66％）、教育（51％）、産学連携活動（12％）の順となった。
②最も悪影響の大きかった「研究」は、基盤的研究費の減少によって研究テーマを小規模化し、あるいは別のテーマに変更することを余儀なくされるなどの影響が出ていることが判明した。
③大学運営も、トップダウン傾向が強まったことによって、教員・部局の意思が反映されなくなり、現場に混乱をもたらしているという状況が最も問題であることが明らかになった。
④教育においては、事務作業や雑務が増加したために教育時間が減少したり、教員数が減少したために教育に費やす時間が増加したなど、教員の負担が増加している状況が深刻であることがわかった。
⑤産学連携活動だけは「変わらない」とした割合が最も高かったとはいえ、「良い」と「どちらかといえば良い」の割合が「悪い」と「どちらかといえば悪い」の割合を上回った。産学連携に関する大学の制度や組織が整い、共同研究や受託研究などが実施しやすくなって、量も資金も比較的増加していることが判明した。
⑥今後の文部科学省の委員会の評価による運営費交付金配分方針については、「支持しない」（45％）と「どちらかといえば支持しない」（25％）で70％を占めており、正当な評価基準を設定できるのか疑問視する意見や、評価が短期的成果に偏るため、長期的視点に欠ける、成果主義・競争原理導入は本来の大学の姿からかけ離れるなどといった意見がみられた。
⑦財務省が示した教員数削減や授業料値上げについても、「支持しない」（69％）と「どちらかといえば支持しない」（19％）で88％を占めており、人材育成は国の責務、教育の機会均等の崩壊、高等教育と財政の問題のすりかえ、といった批判が主に出ている。
⑧国立大学法人化の本質的な問題については、公務員の削減の手段であり、高等教育を真剣に考えずに場当たり的に行ったことによって、理念や長期ビジョンに欠け、中途半端な改革に終わっているため、かえって自主性や自由度が減退しているという意見が多数を占めた。
国立大学法人化に関するアンケート調査では、国立大学法人学長に対するもの
や、一大学内で個別に行われるものなどがあるが、本調査は現場の大学教員を対象としたもので、自由記載も数多く設けたため、詳細な実態が浮き彫りになった。
本調査では、国立大学法人化により外部資金獲得のための体制が整って産学連携活動だけは若干活発化したが、大学の根幹をなす研究、教育の状況は極めて悪化し、大学運営も、企業化してトップダウン傾向を強め、それがマイナスの方向に影響している場合がほとんどであることが明らかになった。本調査により、将来の日本の高等教育をどのようにするべきか真剣に議論していく必要性が改めて認識された。これは、財政をますます削減し、一部のエリート教育だけに絞るのか、逆に、人材育成のために国を挙げて取り組むために、むしろ、国私に限らず大学の基盤をより一層整え、教育研究水準向上のために新たに取り組みを始めるか、という問題につながる。
本研究の調査報告書は次のHPに掲載をしている。
http://www.ilc.tsukuba.ac.jp/rehp/jp/hp/activities.html
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